
 
 

平成 18 年 12 月 14 日 
各 位 

                          会  社  名  株 式 会 社 Z O A      
                           代 表 者 名  代表取締役社長 長嶋 豊 
                                  (JASDAQ・コード 3375) 

                                         問 合 せ 先 取締役管理部長 伊井 一史 
                           電   話 (055 - 922 - 1975)      

 
株式会社パシフィックネットとの業務提携に関するお知らせ 

 
 当社は、平成 18 年 12 月 14 日開催の取締役会において、株式会社パシフィックネットとの間で、使

用済みパソコンならびに周辺機器の引き取り回収サービスに関する業務提携を行うことを決議いたし

ましたので、下記のとおりお知らせいたします。 
 

記 
 
1． 業務提携の理由 
 当社は、「ＯＡナガシマ」「コンピュータプラザＺＯＡ」「パソコンの館」「ＢＹＱ－ＰＬＡＺＡ」

といったパソコンショップ・バイク用品ショップを運営している企業であります。店舗数は、東海地区

を中心に全国 26 箇所で店舗展開を行っております。 

 

 一方、株式会社パシフィックネットは、全国 12 箇所に本支店を設置し、全国的なネットワークによ

りパソコンの回収を拡充しております。各拠点においては、リース、レンタル会社のほか、官公庁、一

般企業の所有する事業系パソコン等を中心に回収を行っております。 

 

 このたびの業務提携により、パソコンおよび周辺機器の買い換えを検討されるお客様に使用済みパソ

コンならびに周辺機器の引き取りの利便性を向上させ、買いやすい環境を提供することで、当社の業績

の拡大につなげることを目的としております。 

 また、株式会社パシフィックネットは、当社との業務提携により中古事業において最も重要な商品調

達力の強化を実現し、この分野における競争力をさらに高めることを目的としております。 

   

2． 業務提携の内容 
具体的には、当社のパソコンならびに周辺機器を取り扱う 25 店舗において、使用済みパソコンなら

びに周辺機器の引き取りサービスを平成 19 年 1 月末までに開始する予定です。当社が引き取った使用

済みパソコンならびに周辺機器は、株式会社パシフィックネットが引き取り回収を行うものであります。 
 
 



3． ２社の会社概要 

会社名

市場区分

設   立

本   社

代表者

資本金

事業内容

従業員数

主要な株主 上田　満弘 14,850株（57.39%） ダイワボウ情報システム株式会社 　9,200株（40.06%）

上田　トモ子　   1,500株 ( 5.79%) 長嶋　豊 　4,000株（17.41%）

上田　雄太   1,500株 ( 5.79%) 長嶋　しのぶ 　3,200株（13.93%）

上田　修平　　　       1,500株 ( 5.79%) 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 （信託口）

（信託口） 日本マスタートラスト信託銀行株式会社

岩間　正俊     300株 ( 1.15%) （信託口）

ＺＯＡ社員持株会 　　242株（  1.05%）

当社との関係

（注）　従業員数欄の〔　〕は外数で、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

  1,054株 ( 4.07%)

株式会社パシフィックネット

昭和63年7月8日

東京都港区芝五丁目20番14号

上田　満弘（うえだ　みつひろ）

東証マザーズ（コード番号）3021

　　495株（  2.15%）

株式会社ＺＯＡ

昭和59年4月27日

静岡県沼津市大諏訪719

長嶋　豊（ながしま　ゆたか）

JASDAQ(コード番号）3375

（平成18年9月末現在）(平成18年5月末現在）

平成18年12月14日現在、株式会社パシフィックネットとの間には、資本取引および人的関係はございません。

4億3,275万円

134名〔163名〕（平成18年5月末現在）

中古パソコン他ＯＡ機器等の買取と販売、およびＰＣレンタル （新品）

3億3,198万円

パソコンおよび関連機器、バイク用品等の店頭小売販売

182名〔153名〕（平成18年9月末現在）

　　838株（  3.64%）

 
 
4． 日程 
  平成 18 年 12 月 14 日   取締役会 
  平成 18 年 12 月 14 日   業務提携契約締結 
  平成 18 年 12 月 14 日   事業開始日 
 
5． 今後の見通し 
 本提携が当社の今後の業績に与える影響は現時点では不明ですが、業績に重大な影響を与えると判明

した場合は速やかにお知らせいたします。 
 

以  上 


